以下に掲げる文案は、あくまでも標準例であり、各グループ構成員相互の役割・責任の所在を明確にする目的に限り、各条項を変更・追加することを認めます。

様式１９
開発事業者協定書

（目的）

第１条　甲、乙及び丙（以下「グループ構成員」という。）は、名古屋市（以下「市」という。）が実施する中川運河堀止地区開発提案募集（令和5年3月公表）への応募、開発事業予定者として決定後の基本協定書の締結、開発事業者として決定後の借地契約の締結、土地貸付料の支払い、及び本募集において提案した全ての施設（以下「提案施設」という。）の建設・運営を共同して行うことを目的として、グループを結成する。

（代表会社）

第２条　当グループは、甲を代表法人とする。
（代表法人の権限）

第３条　代表法人は、グループ構成員を代表して、市が行う中川運河堀止地区開発提案募集に応募する。

２　代表法人は、基本協定書の締結、借地契約の締結、土地貸付料の支払い及び提案施設の建設・運営に関し、当グループを代表して、市と折衝する権限を有するものとする。

３　他の構成員は、代表法人が市と折衝した結果に従うものとする。

（グループ構成員の連帯責任）

第４条　グループ構成員は、基本協定書の締結、借地契約の締結、土地貸付料の支払い及び提案施設の建設・運営に関し、負担割合に関わらず連帯して責任を負うものとする。
（権利義務の譲渡の制限）

第５条　市の事前承諾がない限り、本協定上の地位及び権利義務を第三者に譲渡してはならない。

（脱退に対する措置）
第６条　グループ構成員は、市が承認する場合を除き、基本協定書の締結、借地契約の締結、土地貸付料の支払い及び提案施設の建設が完了する日まで、当グループを脱退することができないものとする。
　　２　前項の規定により、当グループを脱退した者がある場合、残存のグループ構成員が、基本協定書の締結、借地契約の締結、土地貸付料の支払い及び提案施設の建設・運営に関する未履行の債務について連帯して責任を負うものとする。
（契約不適合責任等）

第７条　基本協定書の締結、借地契約の締結、土地貸付料の支払い及び提案施設の建設・運営に関して契約の内容に適合しないものがあるとき、又は債務不履行若しくは不法行為があるときは、グループ構成員は連帯して責任を負うものとする。
（協定書の定めのない事項）

第８条　この協定書に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲乙丙相互に協議したうえ、誠実に処理するものとする。

　甲他＿社は、上記のとおり開発事業者協定書を締結したので、その証拠としてこの協定書＿通を作成し、甲乙丙が各自記名押印し、各自所持し、１通を市に提出するものとする。

令和５年○月○日
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